
Ⅱ　通勤手当算出フローチャート図

○通勤の実態
・交通機関等を利用し運賃等を負担することを常例としている
・自動車等を使用することを常例としている
・交通機関等を利用して運賃等を負担し，自動車等を使用することを常例としている

○自宅から勤務公署までの距離
・自宅から勤務公署まで徒歩により通勤するものとした場合の最も近い距離が２ｋｍ以
上である
又は
・２ｋｍ未満であるが，交通機関等を利用し又は自動車等を使用しなければ通勤困難で
ある

　具備している
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◎　要件は具備しているか

◎　最も経済的かつ合理的な経路及び方法の決定

　・一般の通勤者の利用状況
　・運賃
　・距離
　・通勤所要時間　　　　　　　　　　　　等を総合的に勘案して最も経済的かつ合理的と認められる経路及び方法
　・発着時間
　・往復回数
　・利便度

自動車等の使用距離が２ｋｍ以上，又は自動車
等を使用しなければ通勤が困難

運賃等相当額が2,000円以上

2,000円

１箇月当たりの運賃等相当額の算出
①　定期券を使用することが最も経済的かつ合理
　的な場合
  　→　支給単位期間に対応する通用期間の定期
　　　券の価額を支給単位期間の月数で除して得
　　　た額
②　回数乗車券等を使用することが最も経済的
　かつ合理的な場合
　　→　通勤２１回分の運賃等の額（交替制勤務に
　　　従事する職員等にあっては，平均１箇月当た
　　　りの通勤所要回数分（端数切上げ））

①，②のいずれか低廉な額の総額
（端数があるときは切捨て）

５５，０００円を超える
５５，０００円＋（１箇月当たりの運賃等相当額（又は合算額）－５５，０００円）×１／２

×
最長支給単位期間

１箇月当たりの運賃等相当額
×

支給単位期間
支給単位期間の最初の月に支給される手当額

自動車等の使用距離に応じた額

具備して
いない

非支給

交通機関等利用者及び自動車等併用者交通機関等利用者 自動車等使用者

１箇月当たりの運賃等相当
額と自動車等の使用距離に
応じた額の合計額


